
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

一般会計等の財政状況（単位：百万円） 地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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※地方公共団体が損失補填等を行っている出資法人で、健全化法の算出対象となっている団体については、○印を付与している。

公債費負担の状況（千円・％） 将来負担の状況（千円・％）

合計

合計

将来負担比率((エ)－(オ))／((イ)－(ウ))×１００

一般会計等
負担見込額

備考
当該団体からの
損失補償に係る
債務残高

平成22年度 岩手県平泉町

一部事務組合等 地方公社・第三セクター等

126

会計名 歳入
地方債
現在高

歳出 形式収支

52

一般会計等

1 17

公営企業会計等

健康福祉交流館特別会計 62 61 1

一般会計 4,481 4,355

実質収支
他会計等からの
繰入金

当該団体からの
貸付金

5,18310

地方公社・第三セクター等名 経常損益
当該団体からの
補助金

備考
当該団体からの
債務保証に係る
債務残高

当該団体からの
出資金

純資産又は
正味財産

実質赤字額

5,1834,543 4,416 127 53

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

企業債（地方
債）現在高

資金剰余額/不足額
（実質収支）

他会計等からの
繰入金

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足比率 備考

国民健康保険特別会計 901 873 29 29

会計名
総収益
（歳入）

後期高齢者医療特別会計 64 64

0

23

82

老人保健特別会計 0 0

1

9

町営駐車場特別会計 50 49 1

239水道事業会計 140 131 1,087

簡易水道事業特別会計 127 122 5 5 318

2 166 2,848

25 620

下水道事業特別会計 341 328 13

2 701 4492

1,667

30農業集落排水事業特別会計 55 53

連結実質赤字額

2,434278 5,256

資金剰余額/不足額
（実質収支）

他会計等からの
繰入金

一部事務組合等名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

110 89 9

企業債（地方
債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

一関地区広域行政組合（介護保険特別会計・事業勘定） 11,982 11,735 247

2,139一関地区広域行政組合（一般会計） 2,740 2,630

247 20

88

一関地区広域行政組合（介護保険特別会計・サービス勘
定）

54 49 5 5

202,381岩手県市町村総合事務組合（一般会計） 15,670 13,289 2,381

岩手県市町村総合事務組合（交通災害共済事業特別会計） 146 130 16 16

岩手県後期高齢者医療広域連合（一般会計） 1,252 1,238 14 14

岩手県後期高齢者医療広域連合（後期高齢者医療特別会
計）

139,099 133,992 5,107 24 2

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成21年度 平成22年度内訳

-

5,321,499

分母比 平成20年度平成21年度 平成22年度平成20年度分母比 区分

5,640,523一般会計等に係る地方債の現在高 5,183,051

債務負担行為に基づく支出予定額 

-

-44,376 31,438 いわゆる五省協定等に係るもの

分母比

1.3

206.2

債
務
負
担
行
為

-

11,132

3.5

PFI事業に係るもの

-

地方公務員等共済組合に係るもの

272

- -

- -

-

653,382 638,937 604,659 24.1

45,808 35,159 13,104 退職手当負担見込額 

- -

211,405 213,673 2,433,600 国営土地改良事業に係るもの

31,332 29,088 29,274

210,383 公営企業債等繰入見込額 

111,187

96.88.4

87,828

871,042

-社会福祉法人の施設建設費に係るもの

-

2,554,526

将来負担額

- 80,557

1.2 組合等負担等見込額 

858,6330.5

138,534

2,434,440

-- --

-

森林総合研究所等が行う事業に係るもの

-- -

-

設立法人等の負債額等負担見込額 

連結実質赤字額 --

-

-

- - - -

- - -

18,977

依頼土地の買い戻しに係るもの

-

864,045

28,874

(エ) 9,272,773

242 192 0.0

917,099 -

組合等連結実質赤字額負担見込額 分母比

857,612 0.8942,199

-

- - - -

平成20年度 平成21年度 平成22年度

66.3

-

12,461

-

-

- -

-引き受けた債務の履行に係るもの

0.5

437,596

1,808,165

- -

429,942

1,667,025

69,425

下水道事業会計329,151 13.1

企業債等
繰入見込額

水道事業会計

その他の会計

農業集落排水事業会計

6,349,573

- -

-

-- -

- -

-

6,229,365

5,217,808

-

充当可能財源等

342,556

- 669,001

- 17.8

(オ)

充当可能基金 

充当可能特定歳入 

基準財政需要額算入見込額 448,596203.1

306,997 325,448

15,502

-

12.6317,979

102.0 88.4 - -

簡易水道事業会計6,286,47517,174 9,897 0.4

- - - -

-

-129.0

45,674

- -

17,895 3,039

- -

-

--

-

-

-- -

-

-

- -その他第三セクター等に係る将来負担額2,782,905 2,891,772 2,991,097

- -

479,684 477,027

公社・
三セク等

--

土地開発公社に係る将来負担額

地方道路公社に係る将来負担額0.1

18.2

22.0 17.9 15.0

134

2,412,088

元利償還金（公債費充当一般財源等額） 

満期一括償還地方債に係る年度割相当額

 公営企業債の元利償還金に対する繰入金

 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

準
元
利
償
還
金
債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの）

一時借入金の利子

合計

350.0

- 20.00

財政再生基準

18.2 25.0

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの

利子補給に係るもの

標準財政規模

(ア)

引き受けた債務の履行に係るもの

その他上記に準ずるもの

PFI事業に係るもの

地方公務員等共済組合に係るもの

内訳

実質公債費比率

(ウ)

15.00

(3ヵ年平均)

実質公債費比率
((ア)－(ウ))／((イ)－(ウ))×１００

20.00

35.00

2,358,829

424,076

実質赤字比率

将来負担比率

(イ)－(ウ)分母

社会福祉法人の施設建設費に係るもの

算入公債費等の額

健全化判断比率

35.0

-

88.4

2,514,070

90 168 0.0

平成22年度(再掲) 早期健全化基準

損失補償・債務保証の履行に係るもの

(イ)

(単年度)

連結実質赤字比率

債
務
負
担
行
為

いわゆる五省協定等に係るもの その他上記に準ずるもの746,605

-

8,782,544 8,599,962

-

914,672 36.4

損失補償・債務保証の履行に係るもの

5,202,162 5,105,750

-

34.4

337,708
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